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ショートアブストラクト【要旨】

北日本沿岸のコンブ類の 129I の経年変化を調べた。コンブ類の 129I 濃度は、六ヶ所村再処

理施設の試験運転による 129I 放出量最大時及び東電福島第一原発事故直後においても、食

品の規制値 100 Bq/kg を大きく下回った。しかし、129I/127I 原子数比は、海水中の 129I 濃度の

微増を鋭敏に反映し、コンブ類が沿岸の 129I 濃度を簡便かつ定量的にモニタリングするた

めの優れた指標となることが分かった。

アブストラクト【本文】

1. はじめに

海洋におけるヨウ素の同位体は、主に安定同

位体 127I と放射性同位体 129I（半減期 約 1570
万年）の 2 種類がある。131I（半減期 8.02 日）

も大気核実験や原子力事故によって環境中に

放出されているが、短寿命核種であるため、平

常時であれば環境中には存在しない。127I は天

然由来で 129I に比べて大量に存在し、人為的な

変動は無いに等しい。環境中の 129I には以下の

4 つの起源がある。（1）地球大気中に進入した

宇宙線と大気中の 129Xe との反応、（2）大気核

実験による飛散、（3）使用済核燃料再処理施設

からの放出、（4）原子力関連施設の事故による

放出である。（1）は天然由来で、（2）～（4）
は人為起源である。

2007年時点の日本近海の海水中の 129Iのうち、

2.4～3%が天然由来、6.8%～14%が核実験由

来、87～90%が再処理施設からの放出に由来

する 1)。2004 年時点での世界の再処理施設か

らの 129I 総放出量は約 5,400 kg と推定されて

いるが 2)、その中でも欧州の再処理施設から

の 129I 放出量は約 90％を占める 3)。日本原燃株式会社が所有する青森県六ヶ所村の再処理

施設では、2006 年 4 月から 2008 年 10 月までの期間に実際の使用済み核燃料を用いた運転

試験を実施した。この期間中、129I は気体廃棄物として 0.11 kg、液体廃棄物として 0.077 kg

図 1 コンブ類試料の採取点 
黄色の○が試料採取点、▼が六ヶ所村再処

理施設、★が東電福島第一原発を示す。矢

印は主な海流を表す。



が放出された 4)。これらの量は、欧州の再処理施設から放出された 129I の 0.004%であった。

2011 年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、東電福島第一原発事故と記載す

る）では、0.7 kg の 129I が気体として、0.37～1 kg が液体として放出された 5)。 
海藻にはヨウ素が豊富に含まれている。コンブ類は、日本人の食生活に欠かせない食用

海藻であり、主に北海道と本州北東部沿岸の親潮（図 1）の冷たい海水に生育する 6)。例え

ばコンブ類の一種であるマコンブは、自然界で最もヨウ素を蓄積する生物の一つであり、

海水中のヨウ素（約 60 ng/g）を細胞内に 3 万倍に濃縮し、蓄積する 7)。このため、大西洋

と北極海で、海藻の 129I 濃度の時系列変化と人為的な 129I 排出との関係がモニタリングされ

てきた 8), 9)。しかし日本では、海藻の 129I 濃度の時系列変化は、六ヶ所村再処理施設の沿岸

海域からのみ報告されており 10)、日本沿岸の広域調査は本研究が初めてである。 
本研究では、2007～2019 年の北日本沿岸のコンブ類の 129I 濃度を調査した。調査期間中、

日本近海の 129I 収支に影響を与えたと思われるイベントは、2006～2008 年に六ヶ所村再処

理施設で行われた実際の使用済み核燃料を使った試験運転と、2011 年の東電福島第一原発

事故の 2 つである。本研究の目的は、（1）2007～2019 年に北日本の沿岸海域で採取したコ

ンブ類の 129I 濃度の時空間変動を明らかにすること、（2）六ヶ所村の再処理施設と東電福

島第一原発事故によって排出された 129I がコンブ類に与えた影響を評価すること、（3）コ

ンブ類の 129I/127I 原子数比と海水の 129I/127I 原子数比の関係、およびコンブ類の生物指標と

しての有用性を評価することである。 
 
2. 試料と方法 

コンブ類（Saccharina 属）試料は、2007 年 8 月から 2019 年 10 月まで毎年、コンブ類の

最大成長期である夏から初秋（7～10 月）にかけて、北日本沿岸の 4 地点で採取した（図 1）。
試料は、湿重量ベースで各 5 kg 程度を船上から鉤を用いて、水深約 5 m から採取した。重

茂（岩手県）、白糠（青森県）、外ヶ浜町（青森県）の 3 地点で採取されたマコンブ（Saccharina 
japonica）と羅臼（北海道）で採取されたオニコンブ（Saccharina japonica var. diabolica）を

用いた。2011 年は、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う津波災害のため、重

茂での試料の採取はなかった。 
試料中の 129I の濃度は低いため、ヨウ素を化学的に分離・精製した後、試料中の 129I/127I

原子数比を加速器質量分析装置（Tandetron™ AMS）で測定した。試料からのヨウ素の抽出

は、燃焼法と溶媒抽出法 11)を用いて行った。各コンブ試料の 127I 量は、高速液体クロマト

グラフィー（HPLC）または誘導結合プラズマ質量分析計（ICP-MS）により測定した。 
コンブ類と海水の 129I/127I 原子数比を比較するため、公益財団法人海洋生物環境研究所が

科学技術庁（1991～2001 年）、文部科学省（2001～2013 年）、原子力規制庁（2013 年～現

在）の委託により実施した海洋放射能モニタリングデータのうち、2006～2019 年の岩手県

と青森県沖の表層海水の 129I/127I原子数比 12)を用いた（申請者が文献 12でデータ公表済み）。 
 
3. 結果と考察 
3-1. コンブ類の 129I 濃度と人為的な 129I 排出との関係 
コンブ類に含まれる 129I 濃度は、六ヶ所村再処理施設の試験運転期間中 129I の放出量が最

も高かった 2007～2008 年の期間に 3.6～42 mBq/kg-乾燥物であり、それ以外の期間（2009



～2019 年）の濃度範囲（0.27～2.9 mBq/kg-乾燥物）に比較して高い値が観測された（図 2a）。
しかし、2008 年 8 月に観測された最大値である 42 mBq/kg-乾燥物は、一般食品の摂取量の

規制値である 100 Bq/kg を大きく下回っており、六ヶ所村再処理施設から放出された 129I
のコンブ類への影響はわずかなものと見られた。 

 
3-2. コンブ類と海水の 129I/127I 原子数比の関係 

コンブ類の 129I 濃度は、ヨウ素取り込

み能力の個体差や、環境ストレスによ

って変化するため、129I 濃度の変動がわ

ずかな場合、自然変動との違いは見分

けづらい。そこで環境中のわずかな 129I
の変動の指標として 129I 濃度よりも有

効と考えたのがコンブ類の 129I/127I の原

子数比である。127I、129I は質量数にほ

とんど差がないため、海水からコンブ

類への取り込みと排出の過程において

区別されない。そのため、127I、129I は

海水中に存在する 127I、129I と同じ割合

でコンブ類に取り込まれ、海水とコン

ブ類との間で 129I/127I の原子数比が一致

する。127I は海洋における滞留時間が

34,000 年と長く、コンブ類の生育期間

の範囲内において、海水中の濃度は一

定とみなせるため、コンブ類の 129I/127I
原子数比から海水の 129I 濃度を復元で

きる。129I は半減期が長く、海洋での

滞留時間が長いため、人為的な 129I が付加される以前の海洋では 129I/127I の原子数比は

1.5×10-12とほぼ一定であった 13)。しかし、現在の北日本沖合の表層海水の 129I/127I 原子数比

は前述のように（2）～（4）の人為的な 129I の付加の影響を受けているため、一時的な増

加が見られる 2006～2008 年と 2011 年のデータを除いても 129I/127I 原子数比の平均値は 
(7.0±0.9)×10-11と、人為的な 129I が付加される以前の海洋に比べて高い値を示した（図 2b）。 
コンブ類の 129I/127I 原子数比は 2006～2008 年と 2011 年の一時的な増加を除けば表層海水

の 129I/127I 原子数比とよく一致した（図 2b）。2006～2008 年と 2011 年に両者の比が一致し

なかった原因としては、コンブ類試料と海水試料では採取場所が異なること、また海水試

料は採取時の瞬間的な 129I/127I 原子数比を表すのに対して、コンブ類の 129I/127I 原子数比は

コンブが生育していた期間（2～3 年）の海水の 129I/127I 原子数比を平均化した値を表して

いるためと考えられた。 
 

3-3. コンブ類の 129I/127I 原子数比と人為的な 129I 排出との関係 
2007～2008年のコンブ類の 129I/127I原子数比は (21～260)×10-11の範囲にあり、2009～2019

図 2 (a)コンブ類の 129I 濃度、(b)コンブ類及び海

水の 129I/127I 原子数比 
青森県沖表層海水及び岩手県沖表層海水の 129I/127I
原子数比は各海域の平均値。 



年に観測された (2.1～12)×10-11 の範囲よりも一桁以上高い値を示した。六ヶ所村再処理施

設からの液体廃棄物の放出は太平洋側で行われており、表層海流による輸送経路（図 1）
や速度を考慮すると 12)、羅臼と外ヶ浜町の海水の 129I 濃度には影響を与えない可能性が高

い。日本周辺の気象条件を考慮すると 12)、2007～2008 年の羅臼と外ヶ浜町のコンブ試料の
129I/127I 原子数比の増加は、六ヶ所村再処理施設の気体状廃棄物中の 129I が大気によって輸

送され、日本海側の海水面に降下したのち、対馬暖流、宗谷暖流、津軽暖流により運ばれ、

コンブ類に取り込まれたためと考えられた。重茂と白糠のコンブ類は、気体だけでなく液

体として放出された 129I も取り込んだ可能性があるが、両者の寄与は区別できなかった。 
2011 年の 129I/127I 原子比は、(9.0～12)×10-11の範囲であり、2010 年及び 2012 年以降と比

較して 31～462%（中央値 78%）高い値を示した。2011 年は、六ヶ所村再処理施設から気

体廃棄物は放出されず、液体廃棄物が 0.003 kg のみ放出された 4)。海流を考慮すると、2011
年に採取された羅臼と外ヶ浜のコンブ試料の 129I/127I 原子数比の増加は、東電福島第一原発

事故により気体として放出された 129I が海面に沈着したのち、コンブ類に取り込まれた結

果と考えられた。白糠では、液体として放出された 129I も取り込んだ可能性がある。 
 
4. 結論と今後の展望 

コンブ類の 129I 濃度は、六ヶ所村再処理施設の試験運転による 129I 放出量最大時及び東

電福島第一原発事故直後においても、食品の規制値 100 Bq/kg を大きく下回ることを確認

した。海水試料の 129I/127I 原子数比は、海水採取時の瞬間値であるため、129I 濃度が短期間

に大きく変動する場合、過大もしくは過小評価する恐れがある。しかし、コンブ類の 129I/127I
原子数比は、生育していた期間における海水の平均的な 129I/127I 原子数比を反映し、六ヶ所

村再処理施設と東電福島第一原発事故による 129I放出を検出できることが分かった。また、

地理的に離れた複数点で観測することで、気体廃棄物中の 129I のコンブ類への拡散プロセ

スを明らかにすることができた。コンブ類は沖合の海水試料に比べて採取が容易で、海水

の 129I 濃度のわずかな変化を反映するため、三陸海域の海水中の 129I の長期モニタリングの

ための優れた指標となり得る。海洋における 131I の挙動は、半減期が極端に短いため、観

測では捉えることが困難だが、挙動が類似する 129I を詳細に調べることで予測が可能にな

るだろう。今後は、三陸海域のコンブ類の観測点を増やすことで液体廃棄物に由来する 129I
の挙動も明らかにし、水産資源の安全・安心に資するデータを取得したいと考えている。 
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